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昨
年
植
林
さ
れ
た
箇
所
と
今
年
の
出
材
（
北
海
道
下
川
町
）

　

空
前
の
猛
暑
が
収
ま
り
か
け
た
8
月
11
日
、
北
海
道

下
川
町
を
10
年
ぶ
り
に
訪
ね
た
。
北
海
道
で
も
北
の
果

て
に
近
い
町
で
、
10
年
前
に
は
厳
寒
期
を
幻
想
的
に
彩

る
ア
イ
ス
キ
ャ
ン
ド
ル
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
の
実
行
委
員
会

が
、
さ
ら
に
5
年
前
に
は
、
広
大
な
町
有
林
を
活
用
し

た
持
続
的
な
森
林
経
営
と
地
域
産
業
の
育
成
で
町
自
身

が
、
過
疎
地
域
の
総
務
大
臣
表
彰
を
受
け
て
い
る
。
環

境
未
来
都
市
に
も
選
定
さ
れ
て
お
り
、
10
年
前
の
表
彰

の
立
役
者
の
谷
一
之
氏
が
町
長
に
就
任
さ
れ
た
と
の
情

報
を
得
て
、
町
の
そ
の
後
の
進
化
を
確
か
め
る
旅
と
相

成
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　

下
川
町
は
す
で
に
30
年
以
上
も
前
に
、
三
〇
〇
〇
ha

の
町
有
林
に
、
毎
年
50 

ha
の
伐
採
と
植
林
を
60
年
続
け

る
循
環
型
森
林
経
営
と
い
う
遠
大
な
計
画
を
立
て
、
雇

用
の
確
保
と
地
元
加
工
業
者
へ
の
木
材
安
定
供
給
を
目

指
し
た
。
そ
し
て
昨
年
か
ら
つ
い
に
そ
の
サ
イ
ク
ル
が

回
り
始
め
た
と
い
う
。
20
年
ほ
ど
前
に
当
時
の
原
田
町

長
か
ら
伺
っ
た
夢
が
、
森
林
資
源
の
徹
底
し
た
有
効
活

用
に
よ
り
、
実
現
し
つ
つ
あ
る
。
そ
れ
を
可
能
に
し
つ

つ
あ
る
基
本
は
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用

で
あ
り
、
平
成
16
年
の
町
有
五
味
温
泉
へ
の
導
入
を
始

め
と
し
て
、
幼
児
セ
ン
タ
ー
、
育
苗
施
設
、
小
学
校
、

病
院
、
中
学
校
、
町
営
住
宅
な
ど
に
順
次
バ
イ
オ
マ
ス

ボ
イ
ラ
ー
を
導
入
し
、
す
で
に
公
共
施
設
の
熱
供
給
の

60
％
を
賄
っ
て
い
る
。

　

と
り
わ
け
特
筆
さ
れ
る
の
は
、
二
〇
〇
〇
人
が

一
五
〇
人
足
ら
ず
に
ま
で
減
っ
た
最
も
過
疎
化
の
激
し

い
一
の
橋
地
区
を
、
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
に
よ
っ

て
、
22
戸
の
集
住
化
住
宅
を
含
む
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
の

未
来
型
バ
イ
オ
ビ
レ
ッ
ジ
に
つ
く
り
変
え
た
こ
と
で
あ

ろ
う
。そ
し
て
木
材
は
、建
築
用
材
や
バ
イ
オ
マ
ス
チ
ッ

プ
ど
こ
ろ
で
は
な
く
、
工
夫
し
た
木
炭
に
よ
る
土
壌
改

良
剤
や
水
質
浄
化
剤
、
加
え
て
土
木
関
連
資
材
な
ど
30

種
類
以
上
の
加
工
品
と
な
る
。
女
性
有
志
の
起
業
に

よ
っ
て
精
油
や
化
粧
水
ま
で
つ
く
ら
れ
て
い
る
の
は
驚

き
で
あ
る
。

　

以
上
に
加
え
て
、
森
の
あ
る
暮
ら
し
に
惹
か
れ
て
下

川
に
I
タ
ー
ン
し
た
若
者
た
ち
に
よ
っ
て
運
営
さ
れ
て

い
る
〈
N
P
O
法
人
森
の
生
活
〉
は
、
施
設
の
指
定
管

理
と
併
せ
、
実
の
あ
る
森
林
環
境
教
育
の
実
践
活
動
を

し
て
い
る
。
こ
の
町
で
は
こ
の
活
動
に
よ
っ
て
、
多
く

の
子
ど
も
た
ち
が
木
を
伐
り
、
植
え
る
こ
と
を
体
験
し

て
い
る
の
で
あ
る
。
多
数
受
け
入
れ
て
い
る
地
域
お
こ

し
協
力
隊
員
の
任
期
終
了
後
の
活
動
を
複
合
的
に
支
え

る
た
め
に
、
ま
さ
に
そ
の
も
の
ず
ば
り
の
〈
N
P
O
法

人
地
域
お
こ
し
協
力
隊
〉
も
設
立
さ
れ
た
。
自
由
闊
達

な
谷
新
町
長
の
も
と
で
の
、
森
の
町
と
し
て
の
ま
す
ま

す
の
進
化
発
展
を
祈
り
た
い
。

自
民
党
総
務
部
会
関
係
合
同
会
議
に
藤
原
会
長
が
出
席

　
　
　
　

－

平
成
28
年
度
政
府
予
算
関
係
に
つ
い
て
要
望

－
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光
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働
き
方
の
改
革
は
人
口
減
少
対
策
の
枢
要
～
東
京
の
地
下
鉄
で
考
え
た
こ
と
～

宮
城
県
大
河
原
町
長　

伊
勢　

敏
…
⑾
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ぐ
ち

と
し

み
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活 動

地
方
六
団
体
を
代
表
し
て
、
山
田
啓
二

全
国
知
事
会
長
（
京
都
府
知
事
）
が
、「
来

年
か
ら
は
本
格
的
な
地
方
創
生
の
年
と
な

り
、
１
８
０
０
の
地
方
公
共
団
体
は
、
そ

れ
ぞ
れ
が
地
域
か
ら
日
本
を
元
気
に
す
る

と
い
う
使
命
感
を
持
っ
て
地
方
創
生
の
ビ

ジ
ョ
ン
作
り
に
取
り
組
ん
で
い
る
が
、
国

に
お
い
て
も
新
型
交
付
金
を
含
め
、
本
気

で
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
。
ま
た
地

方
交
付
税
を
中
心
と
し
た
財
源
の
確
保
に

つ
い
て
は
、
高
齢
化
の
進
行
に
伴
い
、
社

会
保
障
を
中
心
に
地
方
財
政
が
逼
迫
す
る

中
で
、
１
兆
円
の
地
方
創
生
関
係
の
交
付

税
需
要
額
、
さ
ら
に
は
安
定
的
な
財
源
確

保
を
必
ず
成
し
遂
げ
て
い
た
だ
き
た
い
。

外
形
標
準
課
税
は
、
中
小
法
人
の
あ
り
方

を
考
え
れ
ば
慎
重
な
検
討
が
必
要
で
あ

る
。
車
体
課
税
は
、
見
直
し
の
際
に
代
替

財
源
が
な
け
れ
ば
地
方
の
状
況
は
悪
化
し

て
し
ま
う
。
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
は
、
税
収

の
多
く
が
中
山
間
地
域
の
市
町
村
分
で
あ

り
、
そ
の
堅
持
を
お
願
い
し
た
い
。
災
害

関
連
で
は
、
毎
年
大
き
な
災
害
が
発
生
し

て
お
り
、
安
心
安
全
こ
そ
地
域
の
願
い
で

あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
し
っ
か
り
し
た

防
災
対
策
を
是
非
と
も
お
願
い
し
た
い
」

と
述
べ
た
。

こ
れ
を
受
け
て
、
高
市
総
務
大
臣
は
、

「
今
回
の
概
算
要
求
に
関
し
て
、
地
方
経

済
の
再
生
と
財
政
健
全
化
の
実
現
、
社
会

全
体
の
Ｉ
Ｔ
化
の
推
進
、
誰
も
が
意
欲
を

持
っ
て
参
画
で
き
る
社
会
の
実
現
、安
心
・

安
全
な
社
会
の
構
築
と
い
っ
た
重
要
課
題

に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
総
務
省

の
総
力
を
挙
げ
て
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と

が
必
要
で
あ
る
」
と
し
た
う
え
で
、「
こ

の
よ
う
な
考
え
方
の
下
で
、『
総
務
省
の

ミ
ッ
シ
ョ
ン
と
ア
プ
ロ
ー
チ
２
０
１
６
』

を
取
り
ま
と
め
た
。
概
算
要
求
で
は
こ
の

ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
記
載
し
た

各
施
策
の
実
現
に
必
要
と
な
る
予
算
を
盛

り
込
ん
で
い
る
。地
方
税
制
に
つ
い
て
は
、

持
続
的
な
成
長
を
可
能
と
す
る
社
会
の
実

現
を
目
指
す
と
い
う
観
点
か
ら
、
地
方
法

人
課
税
改
革
を
進
め
る
と
と
も
に
、
地
方

税
収
を
確
保
し
な
が
ら
、
税
源
の
偏
在
性

が
小
さ
く
税
収
が
安
定
的
な
地
方
税
体
系

を
構
築
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

ま
た
、
地
方
税
の
グ
リ
ー
ン
化
推
進
等
の

観
点
か
ら
実
施
す
る
車
体
課
税
の
見
直
し

に
適
切
に
対
応
し
た
い
。
地
方
財
政
に
つ

い
て
は
、
地
方
団
体
の
皆
様
が
、
地
方
創

生
や
防
災
対
策
な
ど
の
重
要
課
題
に
取
り

組
み
な
が
ら
、
安
定
的
に
財
政
運
営
を
行

え
る
よ
う
、
地
方
が
自
由
に
使
え
る
一
般

財
源
総
額
を
し
っ
か
り
と
確
保
し
た
い
と

考
え
て
い
る
。
こ
れ
か
ら
年
末
に
か
け
て

地
財
計
画
、
税
制
改
正
を
は
じ
め
、
総
務

省
予
算
全
般
に
亘
り
、
引
き
続
き
ご
協
力

を
お
願
い
し
た
い
」
と
述
べ
た
。

▲本会から出席した藤原会長

▲発言する高市総務大臣

　

自
由
民
主
党
は
8
月
26
日
に
総
務
部
会
関
係
合
同
会
議
を
開
催
、
平
成
28
年

度
予
算
概
算
要
求
及
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
る
に
あ
た
り
、
地
方
六

団
体
等
か
ら
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
た
。
本
会
か
ら
は
藤
原
忠
彦
会
長
（
長
野
県

町
村
会
長
・
川
上
村
長
）
が
出
席
し
た
。

平成27年 9 月 7 日　2第2932号

自
民
党
総
務
部
会
関
係
合
同
会
議
に
藤
原
会
長
が
出
席

　
－

平
成
28
年
度
政
府
予
算
関
係
に
つ
い
て
要
望

－

全
国
町
村
会
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活 動

■参考　自由民主党総務部会関係合同会議　主要要望項目�
� 平成27年８月26日
� 地　方　六　団　体
　我が国の景気は、これまで緩やかな回復基調が続いているものの、４～
６月期の実質ＧＤＰ速報値が前期比0.4％減、年率換算で1.6％の減少にな
るなど、景気の先行きに予断を許さない状況となっている。国・地方が一
体となって、好調な企業収益を設備投資の増加や賃上げ、雇用環境の更な
る改善等につなげ、地域や中小企業等も含めた経済好循環を積極的に拡大
していかなければ、アベノミクスの成果を地域の隅々にまで行きわたらせ、
デフレからの脱却とその後の持続的成長を実現することは困難である。
　政府が本年を「地方創生元年」と位置づける中、我々地方は、自主性と
主体性をもって地域経済の活性化及び地方創生に全力を挙げて取り組み、
地方だけでなく日本全体を変えていく、地方創生を日本創成につなげてい
くという強い決意と覚悟をもって臨んでいる。
　こうした現下の状況を十分に踏まえ、以下の措置を講じて頂きたい。

　地方創生から日本創成へ　
○　地方創生の実現に向け、地方がその実情に応じた息の長い取組を継続

的かつ主体的に進めていくために、平成27年度地方財政計画に計上
された「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）を拡充すること。

○　地方創生のための魅力ある地域資源を活かした緊要度の高いまちづく
りなどを戦略的に推進するため、特別な地方債を創設し、その元利
償還金について、交付税措置を講じること。特に2020年東京オリン
ピック・パラリンピック競技大会等を見据え、事前キャンプや文化
プログラム等を各地方で開催することは、地方創生の一層の推進に
資することから、地方がその実情に応じ拠点となる公立スポーツ・
文化施設の機能向上等を図ることができるよう、上記の対応を図る
こと。

○　平成27年度税制改正で創設された「地方拠点強化税制」が企業にとっ
てより活用しやすいものとなるよう、所得拡大促進税制との併用を
認めること、対象地域の指定を柔軟に行うことなど、運用や制度の
拡充を図ること。

○ 　「まち・ひと・しごと創生事業費」に係る地方交付税の算定に当たっ
て、成果指標に徐々にシフトしていくことについて、努力している
条件不利地域や財政力の弱い団体が、地方創生の目的を達成できる
よう長期にわたる取組みが必要であることを考慮すること。

　新型交付金の創設　
○　地方創生の取組を深化させるための新型交付金については、地域間連

携や民間各セクター等多様な主体との協働など、先進的あるいは高
い効果が見込める施策や、従来の隘路にも対応できる、タテ割りの
個別補助金ではない包括的なものとすること。

○　事業内容を公表して目標管理を適切に行うなど、地方団体が責任を負
う一方で、交付金の趣旨に沿った事業を行う場合には、対象分野、
対象経費の制約などは大胆に排除するほか、「まち・ひと・しごと創
生総合戦略」を踏まえ、少なくとも当面の５年間を見据えて施策展
開を図れるよう継続的なものとすること。

○　平成26年度補正予算において1,700億円の地方創生先行型の交付金
が措置されたところであるが、今後、地方創生の具体の取組が本格
化するにあたり、新型交付金に対する地方の期待が高まっているこ
とから、その内容や規模について、地方の意見等を十分に踏まえる
形で、更なる検討を進めるとともに、他の地方創生関連補助金等に
ついても、新たな発想や創意工夫を活かせるよう、要件の緩和など
弾力的な取り扱いを行うこと。

○　新型交付金に係る地方の財政負担については、地方団体が着実に執行
することができるよう、「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）
とは別に、地方財政措置を確実に講じること。

　地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保　
○　今後、社会保障関係費がさらに増嵩し、少子化対策など新たな経費が

必要となることなどを踏まえ、地方が、地方創生・人口減少対策を
はじめ、国土強靭化のための防災・減災事業等など、地方の実情に沿っ
たきめ細かな行政サービスを十分担えるよう、地方の安定的な財政
運営に必要な一般財源総額を確保すること。

○　地方歳出の大半は、法令等で義務付けられた経費や国の補助事業であ
り、国の制度や法令の見直しを行わず、仮に一律に歳出削減が断行
されれば、住民の安全・安心を支える基礎的な行政サービスの確保
さえ不可能となる恐れがある。効率化による歳出削減については、
地方の財政力や行政コストの差は、人口や地理的条件など、歳出削
減努力以外の差によるところも大きく、一律の行政コスト比較には
なじまないことに十分留意すること。

○　地方交付税については、引き続き、財源調整機能と財源保障機能の両
機能が適切に発揮できるよう、その総額を確保すること。また、地
方の財源不足の補てんについては、地方交付税の法定率の引上げを
含めた抜本的な見直し等を行うこと。仮に臨時財政対策債を発行す

る場合でも、その発行額の縮減に努めるとともに、償還財源を確実
に確保すること。

○　地方財政計画の策定に当たっては、高齢化に伴う社会保障経費の自然
増や人口減少・少子化対策への対応、地域経済・雇用対策に係る歳
出を特別枠で実質的に確保してきたこと等を踏まえ、歳出特別枠及
びそれに伴う国の別枠加算を実質的に確保し、必要な歳出を確実に
計上すること。

　地方創生の基盤となる税財源の確保　
○　平成29年４月の消費税・地方消費税率10%への引上げを確実に行う

ため、国と地方が連携・協力し、地方創生や地域活性化対策、企業
の増益を賃金上昇につなげ個人消費を拡大させる施策などに取り組
み、地域の経済状況を好転させること。

○　地方消費税は偏在性が比較的小さな税ではあるものの、一人当たり２
倍程度の税収格差が存在しており、今後も地方税源の更なる充実を
実現していくため、消費税・地方消費税率の引上げと併せて、税源
の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築すること。

○　消費税の軽減税率の導入については、対象品目の線引きや区分経理の
方式など検討を要する課題が多岐に渡るため、その導入時期につい
ては慎重に検討すべきであること。また、実際に導入する際には、
地方の社会保障財源に影響を与えることのないよう、代替税財源を
確保する方策を同時に講ずること。

○　今後数年で法人実効税率を20％台まで引き下げる場合には、地方の
財政運営に支障が生じないよう必要な税財源を確保し、最終的には
恒久減税には恒久財源が確保されるようにすること。

○　法人税改革を継続する中で、外形標準課税の更なる拡大や適用対象法
人のあり方等について検討を行う際には、地域経済への影響を踏ま
えて、中小法人への適用については慎重に検討すること。

○　消費税・地方消費税率10％への引上げ時における車体課税の見直し
について、自動車取得税廃止の際は、自動車税・軽自動車税の環境
性能課税など他の車体課税に係る措置と併せて講ずることとされて
いることを踏まえ、地方団体の財政運営に支障が生じることのない
よう安定的な代替税財源の確保を同時に図ること。また、平成29年
４月に導入予定の環境性能課税については、各地方団体における条
例の制定や納税者への周知を含めた実務上の準備等に一定の時間を
要することから、平成28年度税制改正において具体的な制度設計を
行うこと。

○　自動車取得税収の７割は市町村に交付されており、市町村にとって重
要な財源であることから、環境性能課税の導入等によっても十分な
対応が困難な場合には、さらなる措置により確実に財源確保を図る
こと。

○　自動車税は、都道府県の基幹税であり、仮に自動車税の税率を引き下
げるべきとの議論をする場合には、地方財政に影響を及ぼすことの
ないよう具体的な代替税財源の確保を前提として行うこと。

○　償却資産に対する固定資産税については、固定資産税が市町村財政を
支える安定した基幹税であることに鑑み、制度の根幹を揺るがす見
直しは断じて行うべきではなく、現行制度を堅持すること。

○　ゴルフ場利用税については、アクセス道路の整備・維持管理、地滑り
対策等の災害防止対策等、特有の行政需要に対応していること、また、
その税収の７割が所在市町村に交付金として交付されており、特に
財源に乏しい中山間地域の当該市町村にとっては貴重な財源となっ
ていることから、現行制度を堅持すること。

○　地球温暖化対策のための石油石炭税の税率の特例による上乗せ分につ
いて、使途を森林吸収源対策にも拡大し、その一部を地方の役割等
に応じた税財源として確保する等、地球温暖化対策及び森林吸収源
対策に関して地方団体が果たす役割を適切に反映した地方税財源の
充実・強化のための制度を速やかに構築すること。

　東日本大震災からの速やかな復旧・復興及び防災・減災対策等の推進　
○　東日本大震災からの復旧・復興について、国は、平成28年度以降５

年間を「復興・創生期間」として新たな財政支援の枠組みを決定し
たところであるが、復旧・復興事業が遅滞せずに着実に実施できる
よう、復旧・復興が完了するまでの間、国の責任において所要の財
源を十分に確保し、万全の財政措置を講じること。

○　骨太の方針では、「復興事業・予算の在り方については、復興のステー
ジの進展に応じて、事業メニュー、対象地域や終期の設定など不断
の見直しを行い、費用対効果や効率性を精査しつつ、被災地の復興
に真に資するものとしていく必要がある」とされたが、被災自治体
の声を丁寧に聞き、復興に支障が生じないよう適切に対処すること。

○　近年、大規模な地震や津波、集中豪雨といった災害が発生するなど、
住民生活の安全・安心が脅かされる事態が生じている。このことから、
国民の生命・財産を守るための社会資本整備に十分な予算を確保す
るとともに、地方においても計画的に対策に取り組めるよう、緊急
防災・減災事業債の恒久化・拡充など、国土強靭化と防災・減災対
策を加速するための財源を確保すること。
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シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
は
、
は
じ
め
に
石
破
茂
地

方
創
生
担
当
大
臣
が
、「
こ
れ
か
ら
先
、
日
本

は
人
口
急
減
社
会
に
突
入
す
る
。
総
合
戦
略
の

5
年
間
に
取
り
組
む
施
策
で
新
し
い
方
向
性
を

見
出
さ
な
け
れ
ば
、
こ
の
国
は
地
方
も
中
央
も

衰
退
す
る
。
我
々
に
は
そ
れ
を
止
め
る
責
任
が

あ
る
。
地
域
に
お
い
て
皆
さ
ん
が
い
ろ
い
ろ
な

気
づ
き
を
し
て
い
た
だ
き
、
私
ど
も
は
そ
れ
を

し
っ
か
り
と
応
援
し
て
い
く
。
地
域
を
皆
さ
ん

に
つ
く
っ
て
い
た
だ
く
、
変
え
て
い
た
だ
く
、

今
回
は
そ
の
き
っ
か
け
と
な
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

に
な
る
こ
と
を
期
待
す
る
」
と
挨
拶
。

　

引
き
続
き
、
主
催
者
を
代
表
し
て
藤
原
忠
彦

全
国
町
村
会
長
（
長
野
県
川
上
村
長
）
が
挨
拶

に
立
ち
、「
全
国
町
村
会
で
は
、
昨
年
9
月
に

発
表
し
た
提
言
『
都
市
・
農
村
共
生
社
会
の
創

造
』
で
農
村
の
必
要
性
や
新
た
な
可
能
性
に
着

目
し
た
あ
る
べ
き
姿
を
論
じ
、
そ
れ
を
実
現
す

る
た
め
の
農
業
・
農
村
政
策
を
提
案
す
る
と
と

も
に
、
都
市
と
農
村
が
共
生
す
る
社
会
の
創
造

を
訴
え
て
い
る
。
農
山
漁
村
地
域
の
再
生
に
向

け
た
機
運
が
高
ま
っ
て
い
る
い
ま
、
農
業
や
農

村
問
題
に
つ
い
て
考
え
る
こ
と
は
、
極
め
て
意

義
深
い
。
本
日
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
が
、
皆
さ
ん

に
と
っ
て
、
こ
れ
か
ら
の
社
会
や
地
域
の
あ
り

方
を
考
え
て
い
た
だ
く
う
え
で
、
何
ら
か
の
ヒ

ン
ト
を
提
示
で
き
る
こ
と
を
願
っ
て
い
る
」
と

述
べ
た
。

＊
＊
＊
＊
＊
＊

　

基
調
講
演
に
は
、
名
古
屋
大
学
大
学
院
生
命

農
学
研
究
科
教
授
・
生
源
寺
眞
一
氏
が
登
壇
し
、

「
再
考
：
農
業
・
農
村
は
だ
れ
の
も
の
か
」
と

題
す
る
講
演
を
行
っ
た
。
生
源
寺
氏
は
我
が
国

の
農
業
の
現
状
や
課
題
を
分
析
し
、
特
に
高
齢

化
が
進
む
水
田
農
業
で
は
、
経
営
の
多
角
化
や

食
品
産
業
と
の
つ
な
が
り
を
持
つ
こ
と
の
重
要

性
を
指
摘
し
た
。

　

さ
ら
に
農
業
、
農
村
に
は
、
雇
用
・
産
業
、

伝
統
文
化
、
環
境
、
教
育
等
、
様
々
な
側
面
か

ら
ア
プ
ロ
ー
チ
で
き
る
こ
と
を
事
例
を
交
え
て

紹
介
。
そ
し
て
、
テ
ー
マ
で
あ
る
「
農
業
・
農

村
は
だ
れ
の
も
の
か
」
と
い
う
問
に
対
す
る
自

身
の
考
え
は
、「
私
た
ち
が
支
え
、
私
た
ち
を

支
え
て
い
る
の
が
農
業
・
農
村
で
あ
る
」
と
し

た
う
え
で
、「
私
た
ち
」を
捉
え
る
視
点
と
し
て
、

フ
ー
ド
シ
ス
テ
ム
や
仕
事
、
地
域
、
世
代
な
ど
、

あ
ら
ゆ
る
局
面
で
の
人
と
人
と
の「
つ
な
が
り
」

が
あ
る
こ
と
を
提
示
、
そ
の
広
が
り
が
今
後
の

農
業
経
営
、
地
域
社
会
に
発
展
の
可
能
性
を
も

た
ら
す
こ
と
を
示
唆
し
た
。

＊
＊
＊
＊
＊
＊

　

引
き
続
き
「
農
の
現
場
と
都
市
・
農
村
共
生

社
会
」
を
テ
ー
マ
に
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
が
行
わ
れ
、
明
治
大
学
農
学
部
教
授
・
小
田

切
徳
美
氏
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
農
業
・
農

村
の
役
割
、
地
域
社
会
の
あ
り
方
な
ど
に
つ
い

て
、
農
業
の
現
場
で
活
躍
す
る
4
名
の
パ
ネ
リ

ス
ト
が
議
論
し
た
。
後
段
で
は
、
各
パ
ネ
リ
ス

ト
の
「
つ
な
が
り
に
関
す
る
意
識
」
や
「
共
生

社
会
の
イ
メ
ー
ジ
」
に
焦
点
を
当
て
問
題
を
掘

り
下
げ
た
。

　

パ
ネ
リ
ス
ト
の
み
の
り
農
園
・
高
橋
佳
奈
氏

は
金
融
業
界
か
ら
転
職
し
た
法
人
で
農
業
に
携

わ
り
、
２
０
１
３
年
、
出
身
地
で
あ
る
滋
賀
県

高
島
市
で
農
園
を
開
業
、
現
在
は
年
間
１
０
０

種
類
程
度
の
野
菜
を
生
産
し
、
レ
ス
ト
ラ
ン
や

有
機
野
菜
を
扱
う
小
売
店
に
販
売
し
て
い
る
。

高
橋
氏
は
農
業
の
魅
力
を
作
物
の
生
産
か
ら
販

売
、
管
理
に
一
貫
し
て
携
わ
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
だ
と
語
り
、
将
来
的
に
は
農
家
レ
ス
ト
ラ

ン
も
始
め
た
い
と
い
う
希
望
を
持
っ
て
い
る
。

販
売
先
の
半
分
以
上
が
東
京
を
は
じ
め
と
し
た

都
市
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
日
々
の
生
活
の
中
で

都
市
と
農
村
と
の
つ
な
が
り
や
共
生
を
イ
メ
ー

ジ
す
る
こ
と
が
あ
る
と
い
う
。
ま
た
、
最
近
で

は
仲
間
と
な
る
移
住
者
を
高
島
市
に
増
や
す
た

め
、
情
報
発
信
に
力
を
注
い
で
い
る
。
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△
�

来
賓
挨
拶
：
石
破
地
方
創
生
担
当
大
臣

△
�

主
催
者
挨
拶
：
藤
原
全
国
町
村
会
長

△
�

基
調
講
演
：
名
古
屋
大
学
大
学
院
教
授 

生
源
寺
氏

全
国
町
村
会
と
（
一
財
）地
域
活
性
化
セ
ン
タ
ー
は
、
8
月
22
日
、
名
古
屋
市
で
「
都

市
・
農
村
共
生
社
会
創
造　

全
国
リ
レ
ー
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
i
n
名
古
屋
」
を
開
催
し
た
。

7
月
の
山
形
に
続
い
て
2
回
目
と
な
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
は
、
自
治
体
職
員
、
農
業
関

係
者
な
ど
約
1
8
0
名
が
参
加
し
、
名
古
屋
大
学
大
学
院
生
命
農
学
研
究
科
教
授
・
生

源
寺
眞
一
氏
の
講
演
と
有
識
者
に
よ
る
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
た
。

都
市
・
農
村
共
生
社
会
創
造

全
国
リ
レ
ー
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
ｉ
ｎ
名
古
屋
を
開
催

全国町村会



　

同
じ
く
パ
ネ
リ
ス
ト
の
和
歌
山
県
那
智
勝
浦

町
色
川
地
域
振
興
推
進
委
員
会
会
長
・
原
和
男

氏
は
自
身
も
移
住
者
。
色
川
地
域
に
は
約
40
年

前
に
有
機
農
業
を
目
指
す
グ
ル
ー
プ
が
移
住
、

そ
の
後
、
積
極
的
な
情
報
発
信
や
行
政
の
支
援

も
あ
り
、
現
在
、
地
域
人
口
３
６
８
人
の
う
ち

１
６
８
人
が
移
住
者
で
あ
る
。し
か
し
な
が
ら
、

人
口
増
だ
け
で
地
域
の
問
題
は
解
消
し
な
い
と

指
摘
し
、「
地
域
と
し
て
描
き
た
い
も
の
が
ベ
ー

ス
に
あ
り
、
そ
こ
に
移
住
者
が
入
っ
て
い
く
こ

と
が
基
本
、
地
域
が
積
み
重
ね
て
き
た
“
こ
れ

ま
で
”
を
受
け
継
い
で
次
に
託
す
と
い
う
流
れ

を
つ
く
る
こ
と
が
大
切
だ
」と
語
っ
た
。
ま
た
、

移
住
者
受
入
は
担
い
手
確
保
の
過
渡
的
手
段
で

あ
り
、
本
来
は
地
域
で
生
ま
れ
育
っ
た
子
ど
も

が
居
続
け
る
地
域
に
す
る
こ
と
、
そ
こ
で
暮
ら

す
人
た
ち
の
「
誇
り
」
の
再
生
の
必
要
性
を
強

調
し
た
。

　

広
島
県
三
次
市
で
平
田
観
光
農
園
を
営
む
代

表
取
締
役
会
長
の
平
田
克
明
氏
は
、
30
年
前
44

歳
の
時
に
脱
サ
ラ
を
し
て
観
光
農
園
を
設
立
。

15
ヘ
ク
タ
ー
ル
の
果
樹
園
で
は
、
生
産
、
加
工
、

販
売
を
行
っ
て
お
り
6
次
産
業
化
に
も
成
功
、

い
ま
で
は
全
国
か
ら
年
間
20
万
人
が
訪
れ
る
。

最
近
、
地
域
の
商
店
が
す
べ
て
な
く
な
っ
た
た

め
、
直
売
所
や
食
料
品
等
の
販
売
ス
ペ
ー
ス
、

住
民
が
く
つ
ろ
げ
る
ス
ペ
ー
ス
を
つ
く
ろ
う

と
、地
域
住
民
が
85
％
出
資
し
「
川
西
郷
の
駅
」

を
立
ち
上
げ
た
。
郷
の
駅
に
は
今
後
、
高
齢
者

サ
ー
ビ
ス
の
機
能
を
持
た
せ
る
な
ど
、
集
落
地

域
の
未
来
を
拓
く
役
割
を
期
待
し
て
い
る
。
そ

ん
な
平
田
氏
が
最
も
「
つ
な
が
り
」
を
感
じ
て

い
る
の
が
地
域
住
民
、
お
互
い
に
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
り
な
が
ら
ま
ち
づ
く
り
を
考

え
て
い
く
こ
と
が
大
切
だ
と
訴
え
る
。

　

食
農
体
験
や
教
育
フ
ァ
ー
ム
な
ど
を
愛
知
県

美
浜
町
の
「
季
の
野
の
台
所
」
で
手
が
け
る
森

川
美
保
氏
。
農
業
を
や
り
た
く
て
農
家
に
な
っ

た
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
。「
お
米
や
野
菜
を

作
る
の
は
手
段
、
心
と
心
の
結
び
つ
き
を
大
切

に
し
た
い
。
畑
と
か
田
ん
ぼ
で
人
の
心
を
耕
せ

る
農
家
で
あ
り
た
い
」
と
語
る
。「
都
市
と
農

村
の
共
生
社
会
と
は
、
お
互
い
を
思
い
認
め
合

う
遠
距
離
恋
愛
の
よ
う
な
も
の
。
農
村
で
暮
ら

し
て
い
る
人
は
よ
く
景
観
や
田
舎
暮
ら
し
の
良

さ
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
が
、
自
分
は
そ
う
は
思
わ

な
い
。
相
手
を
否
定
し
て
自
分
を
肯
定
す
る
思

考
で
は
な
く
、
都
会
と
農
村
に
暮
ら
す
人
そ
れ

ぞ
れ
が
、
感
謝
と
思
い
や
り
の
気
持
ち
を
持
つ

こ
と
が
大
事
だ
」
と
述
べ
た
。

　

最
後
に
小
田
切
氏
が
パ
ネ
リ
ス
ト
の
議
論
を

総
括
し
、
3
つ
の
ポ
イ
ン
ト
を
掲
げ
た
。
1
点

目
は
パ
ネ
リ
ス
ト
の
取
組
か
ら
浮
き
彫
り
に
さ

れ
た
多
様
な
農
業
の
存
在
と
そ
の
よ
う
な
多
様

性
を
共
通
認
識
と
し
て
確
認
す
る
こ
と
の
必
要

性
。
2
点
目
は
、
各
パ
ネ
リ
ス
ト
に
共
通
す
る

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
力
の
高
さ
。
有
効
な
取

組
を
進
め
る
上
で
、
フ
ー
ド
シ
ス
テ
ム
や
地
域

間
、
世
代
間
、
組
織
内
で
の
積
極
的
な
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
重
要
性
を
説
い
た
。

　

小
田
切
氏
が
3
点
目
に
あ
げ
た
の
が
、
前
述

の
多
様
な
農
業
を
展
開
し
て
い
く
上
で
求
め
ら

れ
る
政
策
の
方
向
性
。
そ
れ
ぞ
れ
の
取
組
が
異

な
る
中
で
当
然
、
必
要
と
な
っ
て
く
る
政
策
は

画
一
的
で
は
な
く
、
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
で
あ
る

べ
き
だ
と
し
、
そ
の
よ
う
な
政
策
が
講
じ
ら
れ

て
い
く
中
で
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
力
が
さ

ら
に
高
ま
り
、「
つ
な
が
り
」
が
強
く
な
っ
て

い
く
と
結
ん
だ
。

　

次
回
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
は
「
田
園
回
帰
」
に

焦
点
を
当
て
、
11
月
7
日
、
東
京
で
開
催
す
る
。

【
お
問
い
合
わ
せ
先
】

全
国
町
村
会
経
済
農
林
部

０
３

－

３
５
８
１

－

０
４
８
５
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活 動
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△明治大学教授
　　　　　小田切氏

△みのり農園（滋賀県高島市）
� 高橋氏

△那智勝浦町色川地域振興
推進委員会会長� 原氏

△平田観光農園（広島県三次市）
� 代表取締役会長　平田氏

△季の野の台所（愛知県美浜町）
� 森川氏

〔コーディネーター〕

〔パネリスト〕
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政 策

訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
は
２
年
連
続

で
過
去
最
高

平
成
26
年
世
界
の
観
光
の
動
向
と
し

て
、国
連
世
界
観
光
機
関
（
Ｕ
Ｎ
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）

発
表
の
世
界
観
光
動
向
に
よ
る
と
、
平
成

26
（
2
0
1
4
）
年
の
世
界
全
体
の
国
際

観
光
客
到
着
数
は
5
、1
0
0
万
人
増（
対

前
年
比
4
・
7
%
増
）
と
な
り
、
11
・
4

億
人
を
記
録
し
た
と
し
て
い
る
。

平
成
21
（
2
0
0
9
）
年
は
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
か
ら
減
少
し
た
が
、
そ

れ
以
降
は
５
年
連
続
で
の
増
加
と
な
っ

た
。
国
際
観
光
客
到
着
数
に
お
け
る
欧
州

の
シ
ェ
ア
は
過
半
を
占
め
る
が
、
徐
々
に

減
少
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
、
特
に
著

し
い
成
長
を
見
せ
て
い
る
の
が
ア
ジ
ア
太

平
洋
の
シ
ェ
ア
。
直
近
10
年
で
4
・
0
％

ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
た
。

「
外
国
人
旅
行
者
受
入
数
ラ
ン
キ
ン
グ
」

に
お
い
て
、日
本
は
、平
成
24
（
2
0
1
2
）

年
の
8
3
6
万
人
（
33
位
（
ア
ジ
ア
で
8

位
））
か
ら
1
、
0
3
6
万
人
（
27
位
（
ア

ジ
ア
で
8
位
））
と
な
り
、
人
数
、
順
位

と
と
も
に
上
昇
し
た
。
平
成
25

（
2
0
1
3
）
年
の
「
空
路
又
は
水
路
に
よ

る
外
国
人
旅
行
者
受
入
数
ラ
ン
キ
ン
グ
」

に
お
い
て
、日
本
は
、平
成
24
（
2
0
1
2
）

年
の
18
位
（
ア
ジ
ア
で
7
位
）
か
ら
16
位

（
ア
ジ
ア
で
7
位
）
と
順
位
が
上
昇
し
た
。

平
成
26
（
2
0
1
4
）
年
の
訪
日
外
国
人

旅
行
者
1
、
3
4
1
万
人
は
、
平
成
25

（
2
0
1
3
）
年
の
「
外
国
人
旅
行
者
受

入
数
ラ
ン
キ
ン
グ
」
で
は
20
位
に
相
当
し
、

「
空
路
又
は
水
路
に
よ
る
外
国
人
旅
行
者

数
受
入
数
ラ
ン
キ
ン
グ
」
で
は
11
位
に
相

当
す
る
。

日
本
の
観
光
の
動
向
と
し
て
訪
日
旅
行

の
状
況
を
見
る
と
、平
成
26
（
2
0
1
4
）

年
の
訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
は
、
初
め
て

年
間
1
、
0
0
0
万
人
を
突
破
し
た
前
年

を
更
に
上
回
り
、
1
、
3
4
1
万
人
（
対

前
年
比
29
・
4
％
増
）
で
、
２
年
連
続
で

過
去
最
高
を
更
新
し
た
。
訪
日
外
国
人
旅

行
者
数
の
内
訳
は
、
ア
ジ
ア
全
体
は
1
、

0
6
1
万
人
（
全
体
の
79
・
1
％
）
と
な
っ

た
。
東
ア
ジ
ア
で
は
8
9
2
万
人
（
全
体

の
66
・
5
％
）
と
な
り
、
A
S
E
A
N
諸

国
（
6
カ
国
）
で
も
1
6
0
万
人
を
突
破

（
全
体
の
11
・
9
％
）、
北
米
も
1
0
0
万

人
を
超
え
、
欧
州
主
要
3
カ
国
（
英
・
仏
・

独
）
も
50
万
人
を
超
え
た
。

白
書
で
は
、
円
安
に
よ
る
割
安
感
、「
富

士
山
」
や
「
富
岡
製
糸
場
と
絹
産
業
遺
産

群
」
の
世
界
文
化
遺
産
登
録
、「
和
食
」

や
「
和
紙
」
の
無
形
文
化
遺
産
登
録
、
継

続
的
な
訪
日
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施
等

が
、
平
成
23
（
2
0
1
1
）
年
以
降
、
訪

日
外
国
人
旅
行
者
が
急
増
加
し
て
い
る
要

因
と
し
て
い
る
。

日
本
人
の
海
外
旅
行
の
状
況
を
見
る

と
、
平
成
26
（
2
0
1
4
）
年
の
海
外
旅

行
者
数
は
1
、
6
9
0
万
人
（
対
前
年
比

3
・
3
％
減
）
と
な
り
、
2
年
連
続
の
減

少
と
な
っ
た
。

地
域
に
お
け
る
観
光
の
状
況
は
ど
う

か
。
平
成
26
（
2
0
1
4
）
年
の
全
国
の

延
べ
宿
泊
者
数
は
、
関
東
、
近
畿
、
中
部

が
上
位
で
、
北
海
道
、
九
州
の
5
地
方
に

お
い
て
は
、
平
成
23
（
2
0
1
1
）
年
以

降
増
加
を
続
け
て
い
る
。
地
方
ブ
ロ
ッ
ク

別
外
国
人
延
べ
宿
泊
者
数
は
、
す
べ
て
の

地
方
で
増
加
。
特
に
、
沖
縄
は
50
％
を
超

え
る
高
い
増
加
率
と
な
り
、
航
空
路
線
の

拡
充
や
ク
ル
ー
ズ
船
の
寄
港
増
が
増
加
に

寄
与
し
た
と
考
え
ら
れ
る
と
し
て
い
る
。

幅
広
い
産
業
で
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費

を
取
り
込
む

平
成
26
（
2
0
1
4
）
年
の
訪
日
外
国

人
旅
行
者
に
よ
る
旅
行
中
の
消
費
額
は
、

２
兆
2
7
8
億
円
と
な
り
３
年
間
で
約

2
・
5
倍
に
膨
ら
ん
だ
と
し
て
い
る
。
イ

ン
バ
ウ
ン
ド
消
費
と
は
、
訪
日
外
国
人
旅

行
者
に
よ
る
日
本
で
の
旅
行
中
の
消
費
の

政
府
は
こ
の
ほ
ど
、
平
成
27
年
版
観
光
白
書
を
閣
議
決
定
し
、
公
表
し
た
。

平
成
26
年
の
訪
日
客
数
は
1
、
3
4
1
万
人
。
旅
行
中
の
消
費
額
は
、
２
兆

2
7
8
億
円
と
な
り
、
い
ず
れ
も
過
去
最
高
を
記
録
し
て
い
る
。

平成27年 9 月 7 日　6第2932号

政策解説

観光、買い物需要を取り込み、
地方の雇用活性化へ　　　　

―平成 27年版観光白書―
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政 策

こ
と
で
、
国
・
地
域
別
で
は
、
中
国
が
対

前
年
2
倍
を
超
え
、
総
額
の
4
分
の
1
以

上
の
シ
ェ
ア
を
占
め
る
ま
で
に
増
大
し
た
。

訪
日
外
国
人
の
訪
日
動
機
（
訪
日
前
に

期
待
し
て
い
た
こ
と
）
の
上
位
は
、「
日

本
食
を
食
べ
る
こ
と
」、「
シ
ョ
ッ
ピ
ン

グ
」、「
自
然
・
景
勝
地
観
光
」
と
な
っ
て

い
る
。「
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
」
を
訪
日
動
機

と
し
て
挙
げ
て
い
る
割
合
は
ア
ジ
ア
で
高

く
、「
日
本
の
歴
史
・
伝
統
文
化
体
験
」

を
訪
日
動
機
と
し
て
挙
げ
て
い
る
割
合
は

欧
米
で
高
い
。
こ
の
よ
う
な
訪
日
動
機
の

違
い
が
、
消
費
行
動
の
違
い
に
な
っ
て
表

れ
て
い
る
と
言
え
る
。

買
物
代
で
は
、
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
目
的
で

訪
日
す
る
割
合
が
高
い
中
国
人
が
1
人
あ

た
り
1
2
7
、
4
4
3
円
と
最
も
高
く
、

宿
泊
料
金
で
は
、
滞
在
期
間
が
比
較
的
長

い
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
人
が
1
人
あ
た
り
9

３
、
4
8
4
円
と
最
も
高
い
。
旅
行
支
出

総
額
は
企
業
の
研
修
で
訪
日
す
る
人
数
が

多
い
ベ
ト
ナ
ム
人
が
1
人
あ
た
り

2
3
7
、
6
8
8
円
と
最
も
高
い
。

白
書
で
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費
の
大

部
分
を
占
め
る
ア
ジ
ア
か
ら
の
訪
日
外
国

人
旅
行
者
を
中
心
に
消
費
拡
大
に
つ
い
て

検
討
し
た
結
果
、
経
済
成
長
に
よ
る
個
人

所
得
の
上
昇
、
日
本
製
品
の
品
質
に
対
す

る
根
強
い
信
頼
感
、
円
安
方
向
へ
の
動
き

や
外
国
人
旅
行
者
向
け
消
費
税
免
税
制
度

に
お
け
る
免
税
対
象
品
目
の
拡
大
等
に
よ

り
価
格
面
で
の
割
安
感
が
醸
成
さ
れ
た
、

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
を
テ
ー
マ
と
し
た
訪
日
プ

ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施
等
が
要
因
と
し
て

考
え
ら
れ
る
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
観
光
関
連
産
業
だ
け
で
な
く
幅

広
い
産
業
に
お
い
て
取
り
込
も
う
と
す
る

動
き
が
顕
著
に
な
っ
て
き
た
。
製
造
業
で

は
、
メ
イ
ド
・
イ
ン
・
ジ
ャ
パ
ン
の
製
品
を

評
価
す
る
傾
向
か
ら
、
国
内
工
場
で
の
生

産
能
力
を
高
め
る
動
き
が
多
く
の
メ
ー

カ
ー
に
お
い
て
見
ら
れ
、
特
に
工
場
の
あ

る
地
方
に
お
け
る
雇
用
の
維
持
に
つ
な

が
っ
て
い
る
。
小
売
業
で
は
、
免
税
カ
ウ

ン
タ
ー
の
拡
充
、
無
料
公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

の
導
入
、
通
訳
ス
タ
ッ
フ
の
増
強
等
、
受
入

環
境
を
充
実
。
金
融
業
で
は
、
政
府
系
金

融
機
関
や
地
域
金
融
機
関
等
と
の
連
携
や

Ａ
Ｔ
Ｍ
の
海
外
発
行
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

へ
の
対
応
が
進
ん
で
い
る
。

地
域
に
お
い
て
も
、
地
方
創
生
を
実
現

す
る
た
め
に
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
観
光
に
よ
る

活
性
化
を
図
ろ
う
と
す
る

取
組
が
各
地
で
見
ら
れ

る
。北

海
道
二
セ
コ
町
で

は
、
4
名
の
外
国
人
職
員

を
採
用
し
、
外
国
旅
行
代

理
店
へ
の
電
話
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
、
各
国
の
ニ
ー
ズ

に
対
応
し
た
ニ
ュ
ー
ス
レ

タ
ー
（
英
語
・
韓
国
語
・

ド
イ
ツ
語
等
）
を
旅
行
代

理
店
5
0
0
社
に
配
信
。

ま
た
、
町
内
８
割
以
上
の

飲
食
店
が
メ
ニ
ュ
ー
表
の

多
言
語
化
や
10
年
前
よ
り

町
内
の
通
信
環
境
の
整
備

を
促
進
し
て
き
た
。結
果
、

平
成
25
（
2
0
1
3
）
年

の
外
国
人
宿
泊
数
は
、
平

成
22
（
2
0
1
0
）
年
比

約
76
％
増
の
10
・
8
万
人

注）観光庁｢訪日外国人消費動向調査｣による。

76.2

56.6

46.8

40.0

33.4

25.2

24.4

22.8

15.6

13.7

13.6

13.2

8.0

5.2

5.1

5.1

3.6

1.4

1.3

8.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

日本食を食べること

ショッピング

自然・景勝地観光

繁華街の街歩き

温泉入浴

旅館に宿泊

日本の酒を飲むこと

日本の歴史・伝統文化体験

テーマパーク

四季の体感

日本の現代文化体験

美術館・博物館

自然体験ツアー・農漁村体験

舞台鑑賞

スキー・スノーボード

映画・アニメ縁の地を訪問

スポーツ観戦

治療・検診

ゴルフ

上記に当てはまるものがない

(%)

（単位：％）

注 1）観光庁｢訪日外国人消費動向調査｣による。
注 2）国・地域の色は、 東アジア、 他のアジア（東南アジア等）、 欧米等。

日本食を食べること ショッピング 自然・景勝地観光
日本の歴史・

伝統文化体験

タイ 83.9 タイ 74.1 台湾 55.1 フランス 46.3

フランス 83.4 香港 69.6 香港 53.1 米国 43.7

シンガポール 82.9 中国 68.0 中国 52.7 カナダ 43.0

カナダ 80.2 台湾 66.9 オーストラリア 52.3 オーストラリア 41.0

香港 79.8 シンガポール 59.1 ベトナム 50.9 ロシア 39.8

ベトナム 79.7 ベトナム 58.2 タイ 50.5 英国 37.8

米国 78.8 マレーシア 57.5 米国 48.8 ベトナム 33.4

オーストラリア 78.5 フィリピン 51.9 カナダ 48.7 ドイツ 31.6

ドイツ 77.4 インドネシア 50.0 シンガポール 48.7 インドネシア 30.4

英国 76.8 オーストラリア 47.1 フランス 48.3 タイ 27.9

ロシア 76.6 ロシア 46.5 英国 44.8 フィリピン 26.8

台湾 76.2 カナダ 46.1 マレーシア 44.1 インド 26.4

インドネシア 75.5 インド 44.8 インドネシア 43.6 シンガポール 25.0

フィリピン 74.9 韓国 44.3 フィリピン 43.0 マレーシア 24.2

韓国 73.8 フランス 42.5 ロシア 38.2 台湾 20.6

マレーシア 72.7 米国 39.0 ドイツ 36.0 中国 16.2

中国 72.6 英国 37.6 インド 34.3 香港 14.2

インド 56.2 ドイツ 30.7 韓国 28.9 韓国 12.2

その他 79.4 その他 41.3 その他 52.0 その他 38.9

■参考２　国・地域別の訪日動機（2014年（平成26年））

■参考１　訪日の動機（2014年（平成26年））
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政 策

に
達
し
て
い
る
。

岩
手
県
平
泉
町
で
は
、
周
辺
地
域
と
の

連
携
に
よ
り
、
宿
泊
客
の
確
保
、
観
光
ル
ー

ト
の
形
成
を
進
め
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者

数
は
、平
成
26（
2
0
1
4
）年
に
は
1
万
4
、

0
0
0
人
を
超
え
、
大
震
災
以
前
の
平
成

22
（
2
0
1
0
）
年
の
水
準
に
回
復
し
た
。

石
川
県
鳳
珠
郡
能
登
町
宮
尾
・
酒
尾
地

区
は
、
町
内
で
も
高
齢
化
率
が
高
く
、
過

疎
化
の
問
題
を
抱
え
る
地
域
で
あ
っ
た
。

里
山
の
自
然
の
中
で
、
農
業
や
い
ち
ご
等

の
摘
み
取
り
等
の
体
験
を
通
じ
、
都
会
に

住
む
人
が
癒
や
し
を
感
じ
る
よ
う
な
む
ら

づ
く
り
に
取
り
組
み
、
過
疎
化
か
ら
の
脱

却
を
図
っ
た
。
平
成
９
（
1
9
9
7
）
年

に
開
業
し
た
農
家
民
宿
第
１
号
の
「
春
蘭

の
宿
」
は
、
囲
炉
裏
や
五
右
衛
門
風
呂
等

を
有
す
る
農
家
で
、
伝
統
的
な
地
域
料
理

で
「
一
日
一
客
」
を
も
て
な
す
密
着
度
の
高

い
取
組
を
開
始
。
農
家
民
宿
は
隣
接
す
る

地
区
に
ま
で
拡
大
し
、
現
在
30
軒
に
ま
で

増
加
。
能
登
の
里
山
里
海
が
平
成
23

（
2
0
1
1
）
年
６
月
に
世
界
農
業
遺
産
の

認
定
を
受
け
た
こ
と
や
、
10
月
に
は
Ｂ
Ｂ

Ｃ
ワ
ー
ル
ド
ニ
ュ
ー
ス
で
取
り
上
げ
ら
れ
た

こ
と
か
ら
、
世
界
的
に
知
名
度
が
向
上
し
、

外
国
人
旅
行
者
も
着
実
に
増
加
し
て
い
る
。

他
に
も
多
言
語
で
の
情
報
発
信
、
免
税

店
舗
数
拡
大
等
、
様
々
な
地
域
の
活
性
化

事
例
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
魅
力
あ
る
日
本
へ

平
成
26
年
度
に
講
じ
た
施
策
と
し
て

は
、「
2
0
2
0
年
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ

ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
」を
見
据
え
た
観
光
振
興
、

ビ
ザ
要
件
の
緩
和
な
ど
訪
日
旅
行
の
容
易

化
、
外
国
人
旅
行
者
の
受
入
環
境
整
備
等

に
つ
い
て
紹
介
し
て
い
る
。
世
界
に
通
用

す
る
魅
力
あ
る
観
光
地
域
づ
く
り
で
は
、

良
好
な
街
な
み
環
境
整
備
の
推
進
、
魅
力

あ
る
空
間
の
形
成
と
し
て
、
景
観
・
歴
史

資
源
と
な
る
建
造
物
の
修
理
・
改
修
等
を

含
め
た
景
観
・
歴
史
的
風
致
形
成
に
資
す

る
取
組
に
対
し
て
支
援
を
行
う
「
街
な
み

環
境
整
備
事
業
」
に
よ
り
、
奈
良
県
橿
原

市
今
井
町
地
区
で
外
観
の
修
景
、
電
線
の

地
中
化
等
が
実
施
さ
れ
た
。
観
光
地
域
に

お
け
る
環
境
の
保
全
と
し
て
、
奈
良
県
高

市
郡
明
日
香
村
等
で
は
、
地
域
の
手
軽
な

移
動
の
足
と
な
る
超
小
型
モ
ビ
リ
テ
ィ
に

つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
等
に
よ
る
先
導

導
入
を
支
援
し
、
観
光
地
域
に
お
け
る
二

次
交
通
と
し
て
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
観

光
地
域
内
の
回
遊
性
の
向
上
を
図
っ
た
。

平
成
27
年
度
に
向
け
て
は
、
イ
ン
バ
ウ

ン
ド
新
時
代
に
向
け
た
戦
略
的
取
組
、
地

方
創
生
に
資
す
る
観
光
地
域
づ
く
り
、
国

内
観
光
の
振
興
、
先
手
を
打
っ
て
の
「
攻

め
」
の
受
入
環
境
整
備
等
に
取
り
組
む
と

し
て
い
る
。

このご案内は概要を説明したものです。詳しい内容については
取扱代理店（千里）までお問い合わせください。 ※この車両共済（保険）をご契約いただける方は、全国町村職員

　生活協同組合の自動車共済に加入されている方に限ります。

お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください

SJNK14-13579（2014.12.24作成）

●「車両共済（保険)制度」は、全国町村職員生活協同組合と損害保険ジャパン日本興亜株式会社とが集団扱契約を締結し、実施しているものです。
●集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパン日本興亜の定める条件を満たす場合のみとなります。
　詳細については、取扱代理店（千里）までお問い合わせください。

●お見積りのご請求・お申し込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください●

〈車両保険引受保険会社〉損害保険ジャパン日本興亜株式会社 「損害保険ジャパン日本興亜株式会社」は損保ジャパンと日本興亜損保が 2014年９月１日に合併し誕生した会社です。

03-3519-7325
0120-731-087
（受付時間  月～金  午前9時30分～午後5時）

FAX

株式会社　千 里（取扱代理店）
〒100-0014  東京都千代田区永田町1-11-32  全国町村会館西館内
●ホームページアドレス　http://www.chisato-ag.co.jp

町村生協の自動車共済にご加入の皆様なら！
●無事故による割引で新規から （保険料）割引％42

・ ご加入を希望するお車が町村生協の自動車共済で過去3年
        無事故の場合は、ノンフリート等級9等級からスタートします。 ・保険料分割払をご利用の場合は上記の集団扱年一括払の5%割引の適用はありません。

　●集団扱年一括払いによる割引で更に ％割引5
保険料分割払(12回）も選択可能です。

車両共済（保険）のご案内車両共済（保険）のご案内
（一般自動車保険の車両保険）

この車両共済（保険）は、町村生協の自動車
共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの
補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風 ・ いたずら ・ 盗
難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

平成27年 9 月 7 日　8第2932号
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情 報

　農山村に定住する人を募ったり若者を呼んだりする際、いつも課題として挙げられるのが「農山村には仕事＝
働く場がない」だ。だが、本当に農山村には仕事＝働く場がないのだろうか。役場や農協、企業や工場などの勤
務先は限られている。しかし、農山村には、ナリワイとしての仕事がたくさんある。「半農半Ｘ」などいくつかの
仕事を兼ねることで、家族を養うだけの収入は得られる。地域の人、あるいは都会の消費者とつながりをもつこ
とで新たな仕事を生み出すことも可能だ。さらに、農山村はバイオマスなど資源が宝庫で、仕事を再発掘するこ
ともできる。「地方創生」の最大の論点である農山村の「しごと」について、実践的に考えます。

【テーマ】　　「どう創る、中山間地域の「しごと」―地方創生の実践」
【日　時】　　201５年10月４日（日）　１３時30分～１７時5０分
【会　場】　　東京大学弥生講堂一条ホール
　　　　　　（東京都文京区弥生1-1-1、地下鉄南北線東大前駅から１分）

【主　催】　　特定非営利活動法人 中山間地域フォーラム
【共　催】　　島根県中山間地域研究センター
【協　力】　　東京大学大学院農学生命科学研究科
【後　援】　　�（以下交渉中）全国山村振興連盟、全国水源の里連絡協議会、全国中山間地域振興対策協議会、特定

非営利活動法人地球緑化センター、農山漁村文化協会

【プログラム】
　　解　　題　　「地方創生とは何か？」　小田切徳美氏（明治大学教授）
　　基調報告　　�「地元にしごとを取り戻すー誰に・どれだけ・どうやって・何のため」藤山浩氏（中山間地域研

究センター研究統括監・島根県立大学連携大学院教授）
　　特別報告　　「イキナリ・ナリワイ・フルサトをつくる（仮題）」　伊藤洋志氏（ナリワイ実践者）
　　実践報告１ 　「島根ｘ若者ｘソーシャル志向（仮題）」　尾野寛明氏（島根県川本町）
　　実践報告２ 　�「地域おこし協力隊から地産池消の beer & pizza レストランへ（仮題）」　高木千歩氏（新潟県

十日町市）
　　パネルディスカッション
　　　　　　　　コーディネーター　小田切徳美氏
　　　　　　　　コメンテーター　　松永桂子氏（大阪市立大学大学院准教授）
　　　　　　　　報告者も加わり、会場からの質疑を中心に行います。
　　総合司会　　甲斐良治氏（農山漁村文化協会）

【共催企画】　12:00～17:00　同時開催
　　島根県中山間地域研究センター・企画展（会場のオープンスペース）（検討中）

　＊終了後、講演者の参加も得て懇親会（会費制）を予定しています。
　＊シンポジウムに参加の皆様には資料代として２,000円（学生は1,000円）をいただきます。
　＊シンポジウム及び懇親会には、フォーラム会員でなくても、どなたでも参加できます。

【申し込み方法】
　�　�中山間地域フォーラムのホームページ（http://www.chusankan-f.org/）の専用申し込みフォーム（9月に開

設予定）よりお申し込みください。先着３００名ですが、当方から特に連絡がない場合、自動的に受け付けます。

【問い合わせ先】　�中山間地域フォーラム事務局（メール：tebento-staff@chusankan-f.org）（事務局には職員は
常駐していませんので、メールにてお問い合わせください。）

平成27年 9 月 7 日　10第2932号

中山間地域フォーラム設立９周年記念シンポジウム

「どう創る、中山間地域の「しごと」―地方創生の実践」
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随 想

11　平成27年 9 月 7 日

随 想
大
河
原
町
は
宮
城
県
南
部
に
位
置
し
、

蔵
王
山
系
を
眺
め
、
市
街
地
の
中
央
を
白

石
川
が
流
れ
る
。
春
に
は
「
日
本
さ
く
ら

名
所
百
選
」
に
選
ば
れ
た
「
一
目
千
本
桜
」

が
白
石
川
土
手
沿
い
に
咲
き
誇
る
。

町
長
就
任
以
降
、
町
民
人
口
の
増
減
に

一
喜
一
憂
、
二
年
十
カ
月
余
り
経
っ
た
。

本
年
八
月
の
人
口
は
二
三
、
七
三
四
人
。

二
三
、
八
五
三
人
を
記
録
し
た
昨
年
七
月

が
ピ
ー
ク
と
な
る
可
能
性
が
高
い
。

本
年
も
七
月
、
宮
城
県
町
村
会
に
よ
る

政
府
与
党
へ
の
陳
情
行
動
へ
の
参
加
な
ど

の
た
め
上
京
し
た
。
久
し
ぶ
り
に
朝
の
通

勤
時
間
帯
に
地
下
鉄
に
乗
車
し
た
。
疲
れ

た
表
情
の
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
で
満
員
だ
っ

た
。
夕
方
も
ほ
ぼ
同
じ
光
景
だ
っ
た
。

こ
の
光
景
は
、
平
成
七
年
ま
で
の
約
二

十
年
間
、
千
葉
県
松
戸
市
や
埼
玉
県
三
郷

市
の
自
宅
か
ら
勤
務
地
の
東
京
都
港
区
ま

で
約
五
十
分
乗
車
し
た
通
勤
電
車
で
目
に

し
た
光
景
と
異
な
っ
て
い
た
。
相
変
わ
ら

ず
満
員
だ
が
、
女
性
の
割
合
が
明
ら
か
に

高
い
と
思
っ
た
。
そ
こ
で
、
視
野
に
入
る

範
囲
で
車
中
の
男
女
の
割
合
を
、
停
車
駅

で
乗
客
が
入
れ
替
わ
る
た
び
に
計
算
、
毎

回
ほ
ぼ
ハ
ー
フ
＆
ハ
ー
フ
だ
っ
た
。

夫
婦
が
二
人
と
も
、
通
勤
の
往
復
で
満

員
電
車
に
長
時
間
揺
ら
れ
、
フ
ル
タ
イ

マ
ー
で
働
く
と
い
う
生
活
環
境
で
、
ど
の

よ
う
に
し
て
子
ど
も
が
育
て
ら
れ
る
の

か
、
改
め
て
疑
問
に
思
っ
た
。

地
方
の
多
く
の
女
性
は
就
職
を
機
に
大

都
会
に
転
出
す
る
。
東
京
な
ど
に
行
け
ば

給
料
も
高
く
、
便
利
で
、
楽
し
く
暮
ら
す

た
め
の
も
の
は
何
で
も
そ
ろ
っ
て
い
る
。

し
か
し
、「
故
郷
を
離
れ
、
私
は
い
ま
幸

せ
？
」、
疲
れ
た
表
情
の
裏
に
は
そ
ん
な

思
い
が
潜
ん
で
い
る
の
で
は
な
い
か
、
と

推
測
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。

仕
事
に
追
わ
れ
、
仕
事
と
家
庭
を
両
立

さ
せ
る
自
信
を
失
い
、
家
庭
を
築
こ
う
と

い
う
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
減
退
す
る
の
は

当
然
で
あ
ろ
う
。
子
育
て
に
要
す
る
体
力

と
時
間
に
余
裕
が
少
な
く
、
女
性
へ
の
負

担
が
大
き
い
我
が
国
で
は
、
と
く
に
女
性

が
結
婚
の
回
避
、
非
婚
を
選
択
せ
ざ
る
を

得
な
い
状
況
が
進
行
し
て
き
た
。

平
成
二
六
年
の
全
国
の
合
計
特
殊
出
生

率
は
一
・
四
二
、
こ
れ
に
対
し
東
京
都
は

わ
ず
か
一
・
一
五
、
私
が
目
に
し
た
満
員

の
地
下
鉄
で
の
光
景
は
、
二
十
代
、
三
十

代
の
い
わ
ゆ
る
出
産
適
齢
期
の
女
性
が
非

婚
を
選
択
す
る
背
景
や
原
因
を
如
実
に
物

語
っ
て
い
る
。
ま
さ
に
、
日
本
の
縮
図
と

も
い
え
よ
う
。　

上
記
の
推
測
「
故
郷
を
離
れ
、
私
は
い

ま
幸
せ
？
」
と
の
思
い
を
、
日
本
人
全
体

が
共
有
す
べ
き
だ
と
思
う
。
と
く
に
、
行

政
に
携
わ
る
者
と
し
て
は
共
有
し
た
い
。

少
子
化
が
始
ま
っ
た
一
九
七
〇
年
頃
か

ら
未
婚
率
の
上
昇
が
始
ま
り
、
こ
れ
ら
は

ほ
ぼ
パ
ラ
レ
ル
に
進
行
し
て
き
た
こ
と
か

ら
、
非
婚
が
選
択
さ
れ
る
理
由
が
し
っ
か

り
把
握
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

非
婚
を
選
ぶ
理
由
は
、
長
時
間
労
働
の

ほ
か
に
も
、
非
正
規
労
働
に
よ
る
低
所
得

な
ど
様
々
あ
る
こ
と
は
事
実
だ
。

し
か
し
、
欧
州
先
進
諸
国
の
多
く
が
、

第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
以
降
進
め
て
き
た

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
〝
副
産
物
〟
と

し
て
仕
事
と
家
庭
が
両
立
し
や
す
く
な
っ

た
結
果
、
出
生
率
を
回
復
し
て
き
た
事
実

か
ら
、
長
時
間
労
働
の
改
革
が
最
大
の
課

題
だ
と
言
え
よ
う
。
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ

ン
ス
の
推
進
こ
そ
が
最
優
先
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
考
え
る
。

こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
、
本
町
は
平
成

二
六
年
度
に
、
短
時
間
勤
務
社
員
制
度
を

推
進
す
る
企
業
を
支
援
す
る
助
成
制
度

「
家
族
に
優
し
い
働
き
方
支
援
事
業
」（
国

の
助
成
制
度
の
上
乗
せ
）を
制
度
化
し
た
。

国
の
助
成
制
度
の
普
及
が
ま
ま
な
ら
ず
、

残
念
な
が
ら
、
制
度
を
活
用
す
る
企
業
は

ま
だ
な
い
。

二
二
四
万
人
も
の
失
業
者（
本
年
六
月
）

が
あ
る
一
方
で
過
労
死
が
併
存
し
、
人
件

費
削
減
を
正
当
化
す
る
非
正
規
労
働
が
蔓

延
す
る
奇
妙
な
日
本
社
会
。
も
っ
と
、
人

間
ら
し
い
働
き
方
が
で
き
な
い
も
の
な
の

か
、
改
善
の
余
地
は
大
き
い
。

面
積
や
資
源
か
ら
、
人
口
は
減
少
し
て

も
構
わ
な
い
。少
子
化
の
最
大
の
問
題
は
、

そ
の
ス
ピ
ー
ド
で
あ
る
。
従
属
人
口
を
支

え
ら
れ
る
生
産
人
口
を
維
持
し
な
が
ら
、

徐
々
に
出
生
率
が
回
復
し
、
理
想
的
な
人

口
に
落
ち
着
け
ば
よ
い
と
考
え
る
。

頑
張
る
地
方
が
救
わ
れ
る
だ
け
で
は
、

人
口
の
偏
在
及
び
我
が
国
全
体
と
し
て
の

出
生
率
の
回
復
は
不
可
能
だ
。

職
業
は
人
に
誇
り
、
尊
厳
、
自
尊
心
を

与
え
る
。
長
時
間
労
働
を
改
善
し
、
若
者

が
魅
力
を
感
じ
る
職
場
に
満
ち
た
地
方
を

創
造
し
、
す
べ
て
の
日
本
人
が
、
誇
り
、

尊
厳
、
自
尊
心
並
び
に
幸
せ
を
分
か
ち
合

え
る
社
会
を
築
く
た
め
、
国
・
地
方
・
企

業
が
同
じ
方
向
を
向
く
こ
と
が
少
子
化
対

策
の
枢
要
で
あ
る
、
と
考
え
る
。

伊い

勢せ

　
敏

さ
と
し

宮
城
県
大お

お
が
わ
ら

河
原
町
長

働
き
方
の
改
革
は
人
口
減
少
対
策
の
枢
要

　
～
東
京
の
地
下
鉄
で
考
え
た
こ
と
～
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